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2025年６月30日 

各   位 

会 社 名   JALCOホールディングス株式会社 

代表者名   代表取締役社長 田辺 順一 

（東証スタンダード・コード6625） 

問合せ先  管理本部長 櫻井 義郎 

電 話   03－3274－5240 

 

資金使途の変更に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、2024年8月14日付「第三者割当による新株式及び第４回新株
予約権の発行に関するお知らせ」、同年8月20日付「第５回無担保普通社債（私募債）並びに第三者割当
による新株式及び第４回新株予約権による調達資金の支出予定時期変更に関するお知らせ」、同年10月
16日付「資金使途の変更に関するお知らせ」、同年11月29日付「第４回新株予約権の一部放棄及び調達
資金の充当額の変更に関するお知らせ」及び同年12月23日付「資金使途の変更に関するお知らせ」並び
に同年12月13日付「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」にて開示しておりました資金使
途について、下記のとおり一部内容を変更することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

当社グループでは、アミューズメント業界を起点とした不動産関連事業、金融ソリューション事業
及びM&Aコンサルティング事業を中核に据え、安定収益の獲得と中長期的な企業価値の向上を目指し
て戦略的かつ機動的な投資活動を推進しております。とりわけ、長期にわたる安定的な賃料収入が見
込まれる優良な賃貸用不動産の取得は、当社の成長戦略の重要な柱の一つです。 

 
2025年3月期においては、郊外エリアにおける高収益物件を中心にストック型収益基盤の拡充に注力

しており、実際に複数の有望案件について検討・取得を進めてまいりました。 
また、2025年3月27日付で開示した「株式会社中原商事との資本業務提携に関するお知らせ」に記載

のとおり、当社は信頼性と実績を兼ね備えた企業との連携を積極的に進めており、不動産・アミュー
ズメント・金融・データセンター分野での多面的な事業連携を展開しております。 

 
こうした状況のもと、本日付で開示しております「連結子会社における収益不動産取得に関するお

知らせ」に記載の案件は、従来の資金使途を柔軟に見直したうえで実行されたものであり、新株予約
権の行使が進んでいない状況下においても、自己資金および金融機関からの借入を活用し、当社が計
画的に戦略投資を推進していることを示すものです。 

 
資金使途の変更に至った個別案件の経緯は以下のとおりです。 
・神奈川県における賃貸用不動産取得については、競合先との価格交渉等において当社が不利な立
場となり、結果として取得には至りませんでした。このため、当該案件は消滅し、当初予定して
いた資金使途も見直しとなりました。代替案件として、新たに取得が確定した物件に対し、行使
された第４回新株予約権により調達した資金を充当する方針といたしました。 

 
・福島県における賃貸用不動産の取得については、現在も取引先との協議・調整を継続しており、
前向きに検討を進めておりますが、取得対象物件や取得時期については、現段階では確定に至っ
ていないことから、本日時点での具体的な資金使途の明示は控えております。 
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・埼玉県の賃貸用不動産については、当初の開示どおり進行中であるものの、取得対象物件や取得
時期、スキームの詳細について先方との最終調整・交渉を継続しており、明確な確定情報を開示
できる状況にないことから、資金使途を変更いたします。 

 
あわせて、支出時期の表現についても見直しを行っております。新株予約権による資金調達は、そ

の行使状況に依存する性質を有していることから、従来のような個別案件ベースの支出予定時期の記
載では適切性を欠く場合があります。 
そのため、「新株予約権の行使期間中に支出予定」とする柔軟な表現へ変更いたします。 
 
なお、第４回新株予約権については、行使価額（390円）を下回る株価水準が継続していることから、

現時点において行使は進捗しておりません。 
しかし当社では、自己資金に加え、金融機関からの借入や私募債の発行など、複数の資金調達手段

を戦略的に組み合わせる体制を構築しており、外部環境に左右されることなく、必要なタイミングで
投資を実行できる体制を維持しております。 

 
このように、柔軟かつ堅実な資金戦略の実行こそが、当社グループの持続的成長と機動力の源泉で

あると考えております。 
 

以上を踏まえ、第４回新株予約権により調達される資金の使途については、これまでのように取得
物件を特定して記載する形式から、「賃貸用不動産の取得資金に充当する」という柔軟な表現へと変
更いたします。今後、当該新株予約権の行使がなされた際には、タイミングや市場環境を的確に見極
めつつ、迅速かつ戦略的に資金を活用してまいります。 

 
また、2024年12月13日付「第三者割当による新株式の発行に関するお知らせ」において調達した資

金の使途につきましては、2025年4月28日付で公表した「連結子会社における収益不動産取得に関する
お知らせ」に記載の１案件に全額充当する予定であり、それに伴い支出予定時期を変更いたします。 

 

２．変更の内容 
（変更箇所は、下線を付して表示しております。） 

・2024年12月23日付開示内容 

【変更前】 
＜本新株式及び本新株予約権の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 賃貸用不動産の取得(新潟） 

（注１） 
2,200 

 663（本新株式） 

 41（本新株予約権） 
2024 年 12 月 

＜本新株予約権の行使に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

② 賃貸用不動産等の取得(神奈

川） 

（注２） 

3,600 1,500 2025 年 1 月～６月 

③ 賃貸用不動産の取得(福島） 

（注３） 
6,000 6,000 2025 年 1 月～７月 

④ 賃貸用不動産の取得(埼玉） 

（注４） 
4,510 1,814 2025 年２月～９月 

合計 16,310 10,018  

（注) １．新潟県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する建物を 2,200 百万円で取得する予
定であり、そのうち本新株式及び本新株予約権の発行により調達した資金 704 百万円を当該
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不動産の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及
び自己資金を充当する予定です。 

２．神奈川の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物等を 3,600 百万円で取得
する予定であり、そのうち本新株予約権の発行により調達した資金 1,500 百万円を当該不動
産等の取得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及び
自己資金を充当する予定です。 

３．福島県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,000 百万円、土地建物
2,000百万円及び土地建物 2,000百万円の合計 3物件を 6,000百万円で取得する予定であり、
そのうち本新株予約権の行使による調達資金 6,000 百万円を当該不動産の取得資金全額とし
て充当する予定です。 

４．埼玉県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地建物 2,670 百万円及び土地建
物 1,840 百万円の合計２物件を 4,510 百万円で取得する予定であり、そのうち本新株予約権
の行使による調達資金 1,814 百万円を当該不動産の取得資金の一部として充当する予定です。
残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充当する予定です。 

 

【変更後】 

＜本新株式及び本新株予約権の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

① 賃貸用不動産の取得(新潟）

（注１） 
2,200（税込） 

 663（本新株式） 

 41（本新株予約権） 
2024 年 12 月 

 
＜本新株予約権の行使に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

② 賃貸用不動産の取得 

（注２） 
4,030（税込） 100 2025 年９月 

③ 賃貸用不動産等の取得 

（注３） 
未定 9,215 

2025 年５月 

～ 

2028 年３月 

合計 未定 10,018  

（注) １．新潟県の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する建物を 2,200 百万円で取得してお
ります。そのうち本新株式及び本新株予約権の発行により調達した資金 704百万円を当該不
動産の取得資金の一部として充当しております。残額については、金融機関からの借入及び
自己資金を充当しております。 

２．既存のアミューズメント企業が所有する土地建物等を 4,030 百万円で取得する予定であり、
そのうち本新株予約権の行使により調達した資金 100 百万円を当該不動産等の取得資金の一
部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充当する
予定です。なお、詳細につきましては、本日開示しております「連結子会社における収益不
動産取得に関するお知らせ」をご参照ください。 

３．主に、アミューズメント企業が所有する土地建物等を取得する予定であり、本新株予約権の
行使による調達資金 9,215 百万円を当該不動産の取得資金として充当する予定です。 
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・2024年12月13日付開示内容 

【変更前】 
＜本新株式の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

賃貸用不動産の取得（関東地方）

（注） 
2,850（税込） 961 2025 年１月～６月 

（注) 関東地方の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地・建物２物件を 2,850 百万円で
取得する予定であり、そのうち本新株式の発行により調達した資金961 百万円を当該不動産の取
得資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充
当する予定です。 

 

【変更後】 

＜本新株式の発行に係る手取金の使途＞ 

具体的な使途 
取得額の総額 

（百万円） 

調達した資金の充当額 

（百万円） 
支出予定時期 

賃貸用不動産の取得(首都圏近郊）

（注） 
未定 961 2025 年 12 月 

（注) 首都圏近郊の物件は、既存のアミューズメント企業が所有する土地・建物 1 物件を取得する予定
（取得価額は未定）であり、本新株式の発行により調達した資金961 百万円を当該不動産の取得
資金の一部として充当する予定です。残額については、金融機関からの借入及び自己資金を充当
する予定です。 

 

３. 今後の見通し 

具体的な資金使途および支出予定時期が確定している物件に関する収益については、2026 年３月期
の業績予想にすでに織り込み済みです。 
一方で、それ以外の物件に係る収益ならびに物件取得に関連する M&A コンサルティング事業による

収益については、現時点では業績予想に含めておりません。 
なお、今後、本件に関連して開示すべき重要事項が生じた場合には、速やかに適時開示を行ってま

いります。 

 

以 上 

 


